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1985年,長 崎県で多発生 したイネ縞葉枯病の発生実態
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1985年8月 中旬から9月 にかけて,穂 ばらみ期～出穂

期の普通期水稲にイネ縞葉枯病が多発生 した。稲作前期

に発生する,い わゆる幽霊症状は長崎県でも早期水稲 を

中心に例年発病を認めていたが,防 除の対象として重視

されることは近年ほとんどなかった。1985年 は,例 年と

同様に普通期水稲の本田初期には発病が少なく,稲 作の

中 ・後期発病を特徴とし,し かも県下,広 域にわたる多

発生により著 しい被害をもたらした。未曽有 ともいえる

本病の異常発生について,実 態把握に努めるとともに要

因解明のための調査を行ったので,そ の概要を報告する。

調査に当たり,長 崎県病害虫防除所長都外川 修氏,

同県北支所長山口 昭氏をはじめ同所,長 崎県農林部農

政課及び農産課,関 係農業改良普及所,農 業協同組合の

各位に多大の御協力を賜った。記 して感謝の意を表する。

1.発 生状況

1)イ ネ縞葉枯病

8月 末～9月 の巡回調査結果による本病発生状況を第

1表 に示 した。例年,こ の時期の調査で本病の発生を認

めることは稀れであり,著 しく高い発病株率が本年の異

常発生を端的に表わしている。本病の発病株率51%以 上

を甚,21～50%多,6～20%中,1～5%少,1%未 満

を無 として,発 生状況を把握するために数次の,広 域に

わたる調査を実施 し,そ の結果を第1図 に示した。多～

甚発生地区は西海岸沿いに多 く,無 ～少発生地帯は地形

的に南西の季節風が緩和されるところに多いという傾向

がみられる。 また,9月 上旬現在で集計 した市 ・郡 ・島

しょ別発生面積(第2表)か ら,諌 早,大 村,南 高来郡

西部,対 馬の発生面積率が高いのに対 して,北 松浦郡,

五 島,壱 岐で相対的に低 く,地 域間差が認められる。な

お,本 病に対する品種抵抗性については第3表 に示すよ

第1表 イネ縞葉枯病発生状況(1985年8月 末～9月 巡回調査)

うに,長 崎県で栽培される普通期水稲奨励品種の全てが

感受性であり,育 成系統中国93号,同98号,関 東139号

は抵抗性であった。

2)ヒ メトビウンカ

本病を媒介するヒメトビウンカの発生量を農試予察灯
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第1図 1985年 における イネ縞 葉枯病の発生分布

第2表 イネ縞葉枯病発生面積(1985年9月 上旬現在)

(病害虫防除所調査)

による誘殺数でみると,1985年4～10月 の全点灯期間に

おける総誘殺数は319頭 と前年並であり,1955年9 ,545頭,

1960年4,573頭 の多誘殺年と比較すれば1桁 少ない誘殺

量にとどまっている。また,農 試ほ場における発生密度

も,6～9月 にかけて株当たり0.1頭 の水準で平年並に

推移 している。それにもかかわらず,本 病が多発生 し

たことは発生予察上の問題点の一つである。

本病ウイルスに感染すると,分 げつ期のイネでは10～

15日 後,分 げつ終期では30日 後に発病する ところから,

潜伏期間を平均20日 と考 えると発病時期から逆算 して
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1985年 の主要な感染時期は7月 中旬～8月 上旬と推定 さ

れる。一方,例 年6月 下旬一梅雨明けまで数波にわたり

海外から飛来するセジロ,ト ビイロウンカは,1985年 に

はかなり遅れて7月 中旬に本格的な飛来がみられた。同

じ時期にヒメ トビウンカも少数ながらトラップに捕獲

(第4表)さ れており,前 述の推定感染時期とも一致 し

ている。奈須 は,す でに1959年 の長崎,鹿 児島両県を

除いた九州における本病の異常発生において,ヒ メ トビ

ウンカの年間予察灯誘殺量と本病の発生量が合致せず,

誘殺量が少ないにもかかわらず地上10～15mに 設けられ

たステッキー トラップには多数捕捉されているところか

ら,ヒ メトビウンカの移動性を含む諸生態に着目する必

要性 を指摘 している。また,岸 本 は1978年6月 ～7月

の東シナ海洋上移動昆虫の調査のとき採集 したヒメトビ

ウンカの保毒虫検定を行い,5頭 の陽性反応虫を確認し,

本病ウイルス保毒虫の長距離移動の可能性を示 した。長

崎県における1985年 の本病多～甚発生地区は西海岸沿い

に分布 しているが,ヒ メトビウンカは国内越冬するため

移動性に関する問題について実証的な研究が望まれる。

3)縞 葉枯病による被害(試 算)

1985年 の稲作は9月 の高温 ・多雨 ・少照の気象条件に

加えて,本 病のほか,も み枯細菌病,紋 枯病,ト ビイロ

ウンカ等病害虫が多発生 し,作 況指数84と 戦後最低の作

柄となった。そのなかで,本 病による減収を推計するた

めに,発 病程度と被害(減 収)歩 合 を甚80%,多50%,

中25%,少5%と 仮 定 して,程 度別発生面積(第2

表)を もとに県全体の減収歩合を試算 した。その結果,

平年の作況指数を100と して,5ポ イント程度の低下を

来し被害の大 きさを示 している。

第3表 主要 品種 および育成系統の イネ縞葉枯病

発生状況(1985年9月5日 調査)

稚 苗 6月19日 移 植(水 田科 ほ場)

標 肥 区 N10,P9,K10kg/10a

多 肥 区 基肥,穂 肥 の5割 増 し

第4表 ウンカ類の トラップ別捕獲 数 とほ場密度(1985年)

(長崎総 農林試予察 田)
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2.多 発生要因の検討

1985年 の本病異常発生要因を検討するために,11月1

～15日 にかけて病害虫防除所が中心になり
,1普 及所当

たり5～10戸 の農家を抽出して聞き取 り調査 を実施した。

調査地区の選定に当たっては,本 病が多発生 した農家と

少発生農家が混在 している地区,あ るいは,地 区全体が

多発生 している場合には周辺の少発生地区についても調

査することとした。上五島を除く13普及所管内6市23町,

108戸 の農家から114枚 の調査票が回収 された。これを集

計 ・分析 した結果,立 地条件と本病の多発生 との関係に

ついて,山 間,山 ろく,平 坦地の水田との間には何ら特

徴的な事象は認められなかった。また,田 植時期 との関

係では5月 植と晩植の7月 植で少なく,主 として6月 植

に多発生 したといえるのみであった。品種との関係につ

いても,早 期水稲の品種コシヒカリに少ないことを除い

て,品 種間における発病程度の差異は判然としない。施

肥量についても,そ の地区の標準施肥量を基準にして少

肥であるにもかかわらず多発生 している事例があ り,明

確な関係は見出せなかった。薬剤による防除回数につい

ても同様であるが,第5表 に示すようにウンカ類の防除

に用いられるBPMC単 剤 及び混合剤の使用頻度が著し

く高 く,薬 剤抵抗性の発達という観点から特定のカーバ

メー ト剤に偏 り過ぎていると指摘できよう。

以上のように,立 地条件,田 植時期,品 種,施 肥量,

防 除回数等の聞き取 り調査に基づいて検討 した結果,ウ

ンカ類の防除に対するBPMC剤 の使用頻度が高いこと

を除いて,調 査標本に共通する本病の多発生要因は見出

せない。1985年 の異常発生を特定の要因に帰することが

で きないとすれば,感 染時期と推定 される7月 中旬～8

月上旬にイネの体質が本病に対して感受的であり,ヒ メ

トビウンカの防除を含む栽培管理上の諸要因とそれに及

ぼ した天候の影響等が累積 して,結 果的に多発生をもた

らしたと考えることもできよう。

3.ヒ メトビウンカの保毒虫率 と薬剤感受性

1985年11月 上旬,県 下の本病多～少発生地点からヒメ

トビウンカを採集 し,ラ テックス凝集反応法により保毒

状況を検定した結果は,第6表 に示す とお りである。本

病が少発生にとどまっている場合の保毒虫率は5%以 下,

多発生地では20～24%に 達 するというこれまでの知見

におおむね一致するよ うである。なお,同 じ時期に

採集 した ヒメ トビウンカを1～2世 代増殖 してベ ルジ

ャー ダスター法 により薬剤感受性 を検定 した結果,

BPMC剤 に対 して著 しい感受性の低下が認められた 。

このことから,7～8月 のウンカ類防除時期においても
,

第5表1985年6～8月 の ウンカ防除剤別使用割合

(108農 家合計値)

第6表 ヒメ トビウンカの イネ縞 葉枯 ウイルス保毒 率

(1985年11月5～6日 調 査)

BPMC剤 の ヒメ トビウンカに対する防除効果が十分で

なかったものと思われ,感 受性の低下が著 しい被害をも

たらした要因の一つになったと推察される。

4,む す び

1985年 に長崎県で異常発生 したイネ縞葉枯病について

は,今 後どのような経過をたどるのか関心がもたれる。

本病の突発的な大発生をもたらした要因の一つとしてヒ

メ トビウンカの海外飛来の可能性の問題があるが,こ れ

は発生予察上早急に解明を要する課題である。
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